
令和４年度事業報告

事業概要

 令和４年度も新型コロナウイルス感染症の拡大抑制に留意しつつ、 

社員並びに関係各位のご支援、ご協力をいただきながら事業計画に

則した事業実施を概ね行うことができました。 

 まず、登記基準点設置事業につきましては、那覇市内で公共基準

点が比較的少ない地区を選定し、その地区において新たな認定登記

基準点３点を設置する計画を立て、その実施に向け、日本土地家屋

調査士会連合会登記基準点評価委員会や国土地理院沖縄支所と打合

せを行いました。また、登記基準点設置委員に若手社員を起用する

ことで、若手の育成と継続的な事業執行が行えるよう委員会活動を

９回行いました。 

なお、当協会ホームページ上で公開しております登記基準点閲覧

システムの利用状況につきましては、今年度は２，５０２件のアク

セスがありました。

境界標埋設事業については、登記所備付地図作成作業等大型公共

事業をはじめ、より多くの業務でも設置できるよう継続して作業し

ております。 

地図整備の促進等に係る事業については、那覇市松山一丁目、二

丁目地区における登記所備付地図作成作業では、新型コロナウイル

ス感染症対策に配慮しつつ、業務に従事した社員の努力と那覇地方

法務局のご協力もあり、無事、履行期限内に確定率１００パーセン

トで地図を作成することができました。

現在は、那覇市久米一丁目、二丁目地区において継続して作業を

実施しております。

また、地図作成にかかる技術向上と社員育成のため、全国公共嘱

託 登 記 土 地 家 屋 調 査 士 協 会 連 絡 協 議 会 主 催 の 地 図 作 成 実 務 研 修 会

（Web 研修）に社員３名が参加いたしました。 

不動産に関する権利の明確化推進のための普及啓発事業について

は、沖縄県用地職員を対象とした研修会に講師を派遣しました。 

また、普及啓発活動の一環として、昨年１０月３日から７日まで



沖縄県庁県民広場で３年振りに開催されました「土地月間パネル展」

において、沖縄県土地家屋調査士会のご協力のもと、パンフレット

配布とポスター掲示を行い、多くの方に境界標の重要性をアピール

することができました。 

また、土地基本法の改正により、国及び地方公共団体は、土地に

関する施策を総合的に策定する責務が課せられ、土地の境界の明確

化その他必要な措置を講ずることが定められたことから、当協会が

公共用地の境界管理・保全に係る方策について検討するため、沖縄

県及び県内４１市町村に対し、「官民境界確定事務件数の調査に関す

るアンケート」を実施し、沖縄県及び２７市町村よりご回答をいた

だきました。このアンケート結果と改正土地基本法の趣旨を踏まえ、

各自治体に対し、土地境界の専門家である土地家屋調査士を構成員

とし、不動産の権利の明確化推進を公益目的事業として掲げる当協

会が公共用地の境界管理・保全にかかわることで、土地境界の正確

性を担保し、かつ、国民の不動産の権利の明確化に寄与できるとし

て、当協会の活用をアピールしており、この活動は今後も継続して

いきたいと考えております。 

 

事業収入につき、３期連続で減少しておりますが、先述のとおり

普及啓発活動を進めていくとともに中部事務所を本協会と事務統合

するなど経費の削減を行い、安定した協会運営が行えるよう努めま

した。 

会務活動については、新型コロナウイルス感染症に留意しつつ、

集合方式や Web 会議システム、又はそのハイブリッド型など、その

時々の状況に合わせ、会務執行を行いました。その他、業務管理ツ

ールとして活用しているグループウェア「サイボウズ Office」にお

いて、協会から社員向けの情報として、機関紙等の他、新型コロナ

ウイルスに関する沖縄県からの文書を発信しました。 

また、昨年７月にホームページをリニューアルし、新たに「よく

ある質問ＦＡＱ」ページを設け、公共調達における土地家屋調査士

活用方について発信しました。 

 

消費税のインボイス制度導入に向け、理事会等において審議を重

ね、当協会の基本方針を策定し、社員研修会において、その説明を

行いました。 

 

 

 



 なお、公益目的事業とその他事業の詳細については下記のとおり

です。 

 

 

Ⅰ．不動産に関する権利の明確化推進事業 

（公益目的事業） 

 

（１）登記基準点設置事業 

この事業で、登記基準点の設置点数が増加することにより、将

来にわたって土地境界が安定します。今年度は登記基準点設置

委員会を９回実施し、那覇市内に３点設置する計画を立案。その

計画案をもとに日本土地家屋調査士会連合会登記基準点評価委

員会や国土地理院沖縄支所と打合せを行いました。 

 

 

（２）境界標埋設事業 

この事業で、境界標埋設の点数が増加することにより、個々の

土地境界が明確なものとなります。土地境界紛争の未然防止の

ため、特に大型公共事業について、官公署及び地権者への趣旨説

明を十分行い、設置しました。 

 

＜境界標埋設点数＞ 

令和４年度 １，０４１点 

 

 

（３）官公署の未登記建物の表題登記実施事業 

官公署所有建物は、地域のランドマーク的存在として、位置情

報の機能を有しています。この事業により、地域のランドマーク

的な建物を登記することで位置を確定します。 

今年度は、官公署へパンフレットを配布しましたが、依頼はあ

りませんでした。 

 

 

（４）地図整備の促進等に係る事業 

この事業は、国土の利用、整備、保全に必須の登記所に備え付

けられる公図が作成されます。このことは、土地所有者の土地の

境界、形状の確定であり、県民の財産の確定となります。 

今年度は下記地区で実施しました。 



＜地図整備実施地区＞

登記所備付地図作成作業

① 那覇市松山一丁目、二丁目地区

対象面積 ： ０．２７８㎢

確 定 数 ：  ６１２筆 

確 定 率 ： １００．００％

② 那覇市久米一丁目、二丁目地区

一年目作業

実態調査 筆  数 ：７６７筆

所有者数 ：７４８名 

面   積 ：０．２５４㎢

基準点設置 ４級基準点：１４３点

また、全国公共嘱託登記土地家屋調査士協会連絡協議会主

催の下記地図作成実務研修会（Web 研修）に参加しました。 

＜令和４年度地図作成実務研修会＞

日時：令和４年１１月２８日（月）午前１０時３０分から

午後 ４時４５分まで

場所：Ｗｅｂ研修 

内容：①「地籍測量の概要及び各工程における留意事項」

②「地図作成における道路内民有地名義地の取扱い」

③「地図作成における基準点測量について」

④「福岡協会における 14 条地図作成作業の現状紹介」 

（５）公共嘱託登記に係る事業

この事業は、官公署等からの依頼を受けて、不動産の表示に関

する登記について、必要な土地又は家屋に関する調査又は測量、

登記の申請手続きについて法務局に提出する書類又は電磁的記

録の作成及び登記の申請手続きの代理を行いました。 

この事業により、土地の筆界が明確になり、県民の財産が守ら

れます。公正、正確さが求められ、業務処理システムの構築は、

県民の財産の擁護となります。業務の工程管理を徹底し、より高

品質の成果の提供に努力しました。 



 

＜嘱託登記事件＞ 

令和４年度 総事件数２０６件 

（北部３８件、中部４５件、南部７１件、 

宮古３５件、八重山１７件） 

 

 

（６）普及事業 

一般及び官公署を対象とした普及啓発事業については、沖縄

県の用地担当職員を対象とした公共嘱託登記に係る研修会に講

師を派遣しました。 

 

 ＜令和４年度用地職員研修会＞ 

  日時：令和４年１１月２５日（金）午前９時３０分から 

                  午後４時００分まで 

場  所  ：沖縄県土地開発公社５階会議室 

内  容  ：講義１ 用地測量について 

       講師：沖縄県土地家屋調査士会 

総務部長 福原 義隆 

講義２ 地積測量図と不動産調査報告書について 

講師：公益社団法人 沖縄県公共嘱託登記 

土地家屋調査士協会 

代表理事 島袋 裕二 

講義３ 筆界確認情報の取扱いについて 

講師 那覇地方法務局総括表示登記専門官 

坂上 憲孝 

現場実習：雨天のため、室内に於いて測量機器とその操作につ 

いて実習を行った。 

対象者 ：沖縄県用地職員 

参加者 ：３０名 

参加費 ：無料 

 

 

Ⅱ．境界等に関する研修及び講習会開催事業 

（その他の事業） 

 

社員を対象に、専門知識及び技術の向上を図ることを目的とし、

公共嘱託登記等に関する研修を下記のとおり実施しました。 



＜第１回社員研修会＞

日 時：令和５年６月１５日（木）午後２時～午後４時 

場 所：沖縄県教職員共済会館 八汐荘 ４階 中会議室 

内 容：①インボイス制度開始後の当協会の基本方針について

講師 島袋裕二理事長、諸喜田秀和副理事長

②法務省登記所備付地図データ（ＸＭＬデータ）の活用

について

講師 大城哲也 理事

③公嘱業務について（令和４年度の反省点）

講師 島袋裕二理事長、諸喜田秀和副理事長、

遠藤正夫副理事長

参加者：５１名

参加費：無料 

 なお、従たる事務所における意見交換会は、実施しませんでした。




